
１．問題の所在

オランダ東インド会社は，１６０２年に設立され，１７９９年には解散の憂き目に

あったが，およそ２００年間にわたり，ヨーロッパ諸国の東インド会社のなかで

も，アジア経済全般に最も影響を与え，また影響を受けた東インド会社であっ

た。この会社の貿易活動は，大まかにいって，ヨーロッパとアジアを結ぶケー

プ・ルートの貿易とアジア域内を縦横につないだ貿易，すなわちアジア間貿易

（intra-Asian trade）という，２つの種類の貿易によりなされていた。

前者の貿易については，オランダ東インド会社の設立当初からの目的に沿う

ものである。オランダ国内からアジア貿易のための資金が集められ，人員を確

保の上，船舶を艤装し，銀や各種の貿易商品を携えてアジアの市場に向かった。

アジアでは，胡椒や香辛料，さらには砂糖やコーヒー，綿織物といったヨーロッ

パ市場向けのアジア製の商品が購入され，オランダ本国へと送られたのであっ

た。もちろん，このようにして得られたアジア産品をヨーロッパ市場で売却し，

当初の資金との差額が利益とされ，この利益を最大にすることがオランダ東イ

ンド会社の根本的な目的であったのである。オランダ東インド会社の資本は基

本としては永続的なものであり，一回ごとの航海により清算されるわけではな

かったが，投資金額とアジア商品の販売額との差額を最大化することを主たる

目標としていたことには違いなかった。

一方，後者の貿易，すなわちアジア間貿易は，ともすると付随的な印象を受

けるが，実際には，オランダ東インド会社にとって非常に重要な働きをなして
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いた。ヨーロッパからアジアへ送ったヨーロッパ向けの商品を購入する資金を，

アジアでいったん別種の貿易に投下するのである。つまり，アジア内での貿易

活動にも従事し，そこで実現することのできた利益をその元手と合わせ，本国

向け商品の購入にあてたのである。このように，資本をいったんアジア間貿易

へ迂回させることで，本国のオランダ東インド会社は，アジアに送付すべき資

金を減らすことができたし，また，本来の資金で購入するよりもさらに多くの

ヨーロッパ市場向け商品をアジアで購入することができたのであった。実際，

後述するように，近年の諸研究によって，イギリスやフランスといった他国の

東インド会社と比べ，オランダの東インド会社はアジア間貿易で成功を収めて

いたということが明らかになりつつある。

そこで，本稿は，オランダ東インド会社のこうしたアジア間貿易について，

さらなる検討を試みることにしたい。この際，とりわけ，オランダ東インド会

社のアジア間貿易が衰退したのか否かにかかわる重要な時期である１８世紀前半

に焦点をあてることにする。本稿では第一に，近年の諸研究から，オランダを

はじめとしたヨーロッパの東インド会社の全般的なパフォーマンスについて簡

単に概観する。この点については，オランダ東インド会社に関する，いわば再

検討ともいうべき研究成果が報告されてきている。１７世紀はオランダ東インド

会社の全盛時代で，１８世紀にはオランダ東インド会社は凋落し，かわってイギ

リス東インド会社とフランス東インド会社が台頭するようになり，両者の角逐

の上に，イギリスのインド支配が確立されて行くという，１８世紀のアジア史に

ついての旧来の見取り図は，現在では再考されるべきであることが確認される

であろう。

第二には，オランダ東インド会社が１８世紀においても勢力を維持しえた大き

な要因の一つと考えられるアジア間貿易についての検討を行う。まず，オラン

ダのアジア間貿易を，主に先行する諸研究を土台として，その概要を把握し，

かつ先行諸研究の成果と問題点を明らかにする。続いて，オランダ東インド会

社のアジア間貿易に関する一つの実証的研究を試みることにしたい。ここでは，

アジア間貿易の「粗利益」について着目し，未刊行史料のデータをもとにして，

アジア間貿易の実態の一側面を明らかにするであろう1。
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２．３つの東インド会社

表１は，ヨーロッパの７カ国，すなわち，ポルトガル，オランダ，イギリス，

フランスの４カ国と，「その他」欄に一括されているデンマーク，スウェーデ

ン，オステンド（オーストリア領ネーデルランドに設立されたオステンド会社

がある）の３カ国とから，アジアへ向かった船隻数を集計したものである2。

１６世紀には，ポルトガルが７０５隻の船舶をアジアに派遣した。一方，表中に示

してある他の６か国については，ようやく１５９０年代にオランダが６５隻を派遣し

ただけである。ちなみに，この１５９０年代のオランダ船は，オランダ国内に乱立

した先駆諸会社（Voorcompagnieën）の船舶派遣にかかるもので，こうした諸

会社は１６０２年に合併し，オランダ東インド会社となるものである3。

１７世紀になると，アジア貿易の最大の覇権国はポルトガルからオランダへと

シフトする。１８世紀中，オランダは１，７７０隻の貿易船をアジアへ送り，７カ国

全体のうちの５６パーセントほどをオランダが占めた。これは，派遣船舶数の上

で，１７世紀がオランダの世紀であったことを示すものであるといえよう。オラ

ンダ以外では，ポルトガルは３７１隻と前世紀の半分程度に減少したが，イギリ

スがイギリス東インド会社を設立させ，８１１隻の船舶をアジアに送り出し，船

舶数では第２位であった。もっとも，このイギリスの船舶数は，オランダの船

1 アジア間貿易というひとつの研究分析枠組みを利用した日本での研究としては，19
世紀以降の近代を対象としたものに，杉原薫『アジア間貿易の形成と構造』（ミネル
ヴァ書房，1996年）がある。また，それ以前の時期を対象として含む研究としては，
浜下武志・川勝平太編『アジア交易圏と日本工業化1500‐1900』新版（藤原書店，2001
年）に所収の諸論考を挙げることができる。また，こうしたアジア間貿易論に関す
る評価としては，古田和子「アジア交易圏論とアジア研究」（衞藤瀋吉先生古稀記念
論文集編集委員会編『20世紀アジアの国際関係：Ⅳ国際システムの理論と実態』（原
書房，1995年）所収），ならびに，藪下信幸「近世アジアにおける国際商業ネットワー
クの展開－グローバル・ヒストリーにおける近世アジアの意義－」（市川文彦ほか
『史的に探るということ！－多様な時間軸から捉える国際市場システム－』（関西大
学出版会，2006年）所収）がある。

2 Angus Maddison, The World Economy : A Millennial Perspective（Paris : OECD Publica-
tions, 2001）p. 63［邦訳：アンガス・マディソン（金森久雄監訳）『経済統計でみる
世界経済2000年史』（柏書房，2004年）75頁］．

3 先駆諸会社については，大塚久雄『株式会社発生史論』大塚久雄著作集 第1巻（岩
波書店，1969年）329‐359頁，あるいは，永積昭『オランダ東インド会社』（講談社，
2000年）61‐66頁等を参照のこと。
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舶数の約４６パーセントにすぎない。

１８世紀になってもオランダが首位の座を占めていたことに変化はなかった。

１８世紀にオランダは２，９５０隻の船舶をアジアに送っている。これは１７世紀と比

べ，６７パーセントの増加であった。また，７カ国全体からみると，依然４４パー

セントほどを占めていた。たしかに，絶対数は増加するも，シェアは１２パーセ

ントほど低下しているが，オランダが最大のアジア貿易国であることには変わ

りはない。一方，オランダに次いで多くの船舶をアジアに派遣していたのは，

１７世紀同様，イギリスであった。イギリスの船舶数は１，８６５隻で，前世紀に比

して１３０パーセントほどの増加である。もっとも，７カ国中のシェアは，２８パー

セント程度であり，１７世紀の約２６パーセントと大きな違いは生じてはいない。

むしろ１８世紀に大きな躍進を遂げたのはフランスであった。フランスは１７世紀

には，わずか１５５隻の船舶をアジアに送り出し，シェアは約５パーセントばか

りであったが，１８世紀には１，３００隻を派遣し，シェアは約２０パーセントにまで

成長し，オランダとイギリスに次ぐ第３のアジア貿易国となった。

こうした１８世紀におけるヨーロッパ勢力の全体的な状況の特徴は次の２点に

要約することができよう。第一には，１８世紀になってもオランダが第一の座を

占めていることに変わりがなかったことである。アジアへの派遣船舶数でみる

限り，シェアの低下はあったが，絶対数自体は増加しており，オランダがアジ

ア貿易の中心であり続けていたこと自体には変化はない。すくなくとも，１００

表１ ヨーロッパ７カ国からアジアへ行った帆船数，１５００－１８００年
（単位：隻）

１５００－１５９９年 １６００－１７００年 １７０１－１８００年

ポルトガル ７０５ ３７１ １９６
オランダ ６５ １，７７０ ２，９５０
イギリス ８１１ １，８６５
フランス １５５ １，３００
その他 ５４ ３５０

合計 ７７０ ３，１６１ ６，６６１

［註］１５００－１５９９年のオランダの数値は１５９０年代のみ。
［出典］Angus Maddison, The World Economy : A Millennial Perspective（Paris :

OECD Publications, 2001）p. 63［邦訳：アンガス・マディソン（金
森久雄監訳）『経済統計でみる世界経済２０００年史』（柏書房，２００４
年）７５頁］．
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年単位でみる限り，イギリスが１８世紀にアジア貿易の覇権を掌握したとは言い

難いことである。第二の特徴としては，このイギリスの評価に関連する。なる

ほど，１８世紀のイギリスとフランスは，数量的にみても，アジア貿易をめぐっ

て角逐があったかもしれない。とりわけ，フランスのアジア貿易は，派遣船隻

数からみて，絶対的にも，相対的にも１８世紀に大きく成長している。また，イ

ギリスも同様に絶対数の上ではアジア貿易へ参入を増やしている。かくして，

第２位の座をめぐり，両国は競争関係にあったとはいえよう。しかしながら，

第２位の地位を守りえたイギリスも，１８世紀全体では，シェアの点で前世紀の

水準を維持する程度に過ぎず，絶対的な船舶は件数でもオランダには到底及び

えない程度にすぎなかったことが確認できるのである。

１８世紀のオランダとイギリスとの関係について，以上に見た１００年単位のア

ジアへの船舶派遣数ばかりではなく，そのほかのデータからさらに検討を深め

よう。

表２は，オランダ，イギリス，フランスの３カ国それぞれについて，アジア

からヨーロッパへの輸入額（アジアでの仕入価格合計値）を示したものである4。

１６６８年から１６７０年という１７世紀半ばの時期には，オランダは１，０７８万フルデン

に相当する商品を本国にもたらしたのに対して，イギリスはわずか価額４３２万

フルデンの輸入にすぎず，オランダの半分以下であった。その後，１７世紀末に

は，オランダとイギリスの双方ともアジアからの輸入を増加させた。前者は

１，５００万フルデン，後者は１，３７９万フルデンとなり，とりわけ，イギリスが取扱

高を３倍以上に増大させた。１７３８年から１７４０年には，両者の順位は入れ替わる。

この時点では，オランダが１，９２４万フルデンの輸入に対し，イギリスは２，３００万

フルデン分の財貨をアジアから輸入することを実現している（なお，この期間

のフランスの輸入額は１，３８４万フルデンであった）。この２０年後の期間には，オ

ランダの輸入額は不明であるが，イギリスは２，５００万フルデンを輸入しており

4 長島弘「ポルトガルと東インド会社のインド洋進出」（小谷汪之編『世界歴史大
系 南アジア2－中世・近世－』（山川出版社，2007年）所収）。なお，この表2は，長
島が言及しているように，Om Prakashの研究に基づいて，長島が集計したものであ
る（Om Prakash, European Commercial Enterprise in Pre-Colonial India (Cambridge :
Cambridge University Press, 1998) pp. 114‐119, 211, 265‐267）。
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２０年前と大きな変化はない。しかしながら，状況は１７７０年代後半にさらに変化

した。オランダの輸入額は２，１００万フルデンと１８世紀前半と比較して若干増加

しただけであったが，イギリスは６，９００万フルデンへと約２０年前の期間と比べ，

約２．８倍に急増したのであった。

かくして，表２から，オランダとイギリスとの関係を判断すると，どちらの

東インド会社も１７世紀と１８世紀の双方にわたり，アジアからヨーロッパへの輸

入を増加させたが，１８世紀初期に，両者の規模の順位に変化が生じ，オランダ

からイギリスへとシフトしていったといえよう。問題は，この観察結果は，表

１の分析と齟齬が生じることである。すなわち，表１では，１８世紀においても

オランダがアジア貿易の覇権国であったと考えられるのにたいし，表２の観察

結果は，イギリスへのシフトが１８世紀初期になされたと想定できる。こうした

観察結果の乖離は，分析のもとになるデータの持つ様々な特性に基づくものと

考えられるが，とりわけ，表２のデータの制約に問題がある。というのも，表

２のデータは，アジアからヨーロッパへ輸入された商品の仕入価額の合計であ

るのだ。たとえば，１００キログラムの同品質の胡椒がヨーロッパに輸入された

としても，オランダとイギリスでは，アジア現地での仕入価格に相違がある可

能性は十分ありえた。どちらかの会社が，生産地へのアクセスがより好都合な

ところに貿易拠点を開設し，安価に商品を購入できた場合もあったし，現地の

政権から安価な価格で購入できる権利を認められていた場合もあったのである。

以上のようなデータの制約という点で，表２の観察結果の信用度は低いものと

表２ ３つの東インド会社のアジアからヨーロッパへの輸入，１６６８－１７７９年
（単位：万フルデン）

オランダ イギリス フランス

１６６８－１６７０ １，０７８ ４３２
１６９８－１７００ １，５００ １，３７９
１７３８－１７４０ １，９２４ ２，３００ １，３８４
１７５８－１７６０ 不明 ２，５００
１７７７－１７７９ ２，１００ ６，９００

［註］各３年間の仕入合計。１フルデン＝２リーブル。
［出典］長島弘「ポルトガルと東インド会社のインド洋進出」（小谷汪之編

『世界歴史大系 南アジア２－中世・近世－』（山川出版社，２００７
年）所収）１９８頁。
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なってしまうである。

もちろん，データの制約は，表１についても指摘することができる。表１は，

ヨーロッパからアジアへ派遣された船隻数を示したものにすぎない。なんとな

れば，そもそも船舶１隻あたりの大きさが判然とせず，より重要であるはずの

積み荷の量も不明なのである。

こうした欠点を補うためのデータが表３と表４である。表３は，表１とは逆

に，アジアからヨーロッパへの帰帆船の船隻数と１隻あたりの平均トン数，さ

らにはこれら帰帆船の年次別のトン数を表示したもので，Jan de Vriesの集計

によるものである5。トン数を示すこと，また，表１に追加するかたちで，帰

国船の隻数をより細かな期間ごとに示すことで，表１の分析結果を補うことが

可能である。なお，表３では，イギリスやフランスの東インド会社の数値が空

表３ アジアからヨーロッパへの帰帆船とそのトン数，１６０１－１７９５年

オランダ イギリス フランス

隻数
１隻あたり
トン数

トン数 隻数
１隻あたり
トン数

トン数 隻数
１隻あたり
トン数

トン数

１６０１－１０ ４７ ４２８ ２０，１００ １０ ５０６ ５，０６０
１６１１－２０ ４６ ５７８ ２６，５９０ ２４ ５１２ １２，２９５
１６２１－３０ ６８ ５１９ ３５，２８０ ３９ ６１９ ２４，１５０
１６３１－４０ ７２ ５４０ ３８，８９０ ２９ ５７０ １６，５３３
１６４１－５０ ９２ ８０２ ７３，７４０
１６５１－６０ １０２ ８２５ ８４，２００
１６６１－７０ １１５ ６９０ ７９，３１３ １１ ５００ ５，５００
１６７１－８０ １２９ ７１３ ９１，９７５ １１０ ４７５ ５２，２５０ １４ ５００ ７，０００
１６８１－９０ １３３ ７３８ ９８，１６５ ９９ ４８１ ４７，５７５
１６９１－１７００ １４５ ６９４ １００，６９７ ５１ ４３０ ２１，９２１
１７０１－１０ １８８ ７１０ １３３，４３７ ８８ ３５１ ３０，９２０
１７１１－２０ ２４０ ７５９ １８２，１６４ １１９ ３６３ ４３，２０５
１７２１－３０ ３０８ ７９０ ２４３，３１４ １３４ ４２９ ５７，５１５ ４６ ４９６ ２２，８３０
１７３１－４０ ２９０ ７６３ ２２１，２０５ １３７ ４７３ ６４，７６６ １０４ ５３８ ５５，９９０
１７４１－５０ ２１５ ７９１ １７０，１５５ １６８ ４７２ ７９，２７４ ７８ ６５６ ５１，１６０
１７５１－６０ ２３４ ９７３ ２２７，６５０ １７１ ４９２ ８４，０８５ ８９ ６６９ ５９，５５３
１７６１－７０ ２２３ ９９８ ２２２，４５０ ８５ ８３７ ７１，１１９
１７７１－８０ ２３１ ９９９ ２３０，６７０
１７８１－９０ １９７ ７３１ １４４，０９３
１７９１－９５ ８５ ７８１ ６６，３７０

［出典］Jan de Vries, “Connecting Europe and Asia : A Quantitative Analysis of the Cape-route Trade,
1497‐1795”, in : Dennis O. Flynn, et al . (eds) Global Connections and Monetary History, 1470‐
1800 (Aldershot : Ashgate, 2003) pp. 56‐57.
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欄となっている時期があるが，これは１隻あたりのトン数が不明のための処置

であることもある。たとえば１７６１年以後のイギリス東インド会社の数値が欠落

しているが，この期間にイギリス船がアジアから帰国しなかったわけではない。

さて，表３によれば，オランダ東インド会社のアジアからの積み荷量は，設

立以来ほぼ順調に増加したことが分かる。１６００年代には２０，１００トンであったも

のが１００年後の１７００年代には１００，６９７トンとなり，さらに１７２１年から１７３０年の１０

年間には２４３，３１４トンでピークに達した。その後はたいてい２０万トン前後で推

移し，１７８０年代に入りようやく低下の傾向を示すにいたった。一方，イギリス

東インド会社については，数値の判明する期間，とりわけ１８世紀は１７６０年まで，

帰帆船数やそのトン数とも，常にオランダの後塵を拝している。１７６０年までの

5 Jan de Vries, “Connecting Europe and Asia : A Quantitative Analysis of the Cape-route
Trade, 1497‐1795”, in : Dennis O. Flynn, et al . (eds) Global Connections and Monetary
History, 1470‐1800 (Aldershot : Ashgate, 2003) pp. 56‐57.

表４ ３つの東インド会社のアジア商品のヨーロッパでの年平均販売額，１７２５－１７６９年
（単位：リーブル）

オランダ イギリス フランス 合 計

１７２５－２９ ３９，０７４，２２８ ２２，７２４，０００ ７，７２５，７５０ ６９，５２３，９７８
（％） ５６ ３３ １１ １００

１７３０－３４ ３３，９７６，６８０ ２２，９０８，０００ １３，５４４，６７５ ７０，４２９，３５５
（％） ４８ ３３ １９ １００

１７３５－３９ ３３，１７１，１８０ ２１，７８１，０００ １４，８３４，３９２ ６９，７８６，５７２
（％） ４８ ３１ ２１ １００

１７４０－４４ ２８，７７５，１７２ ２２，８６２，０００ １９，００２，９７３ ７０，６４０，１４５
（％） ４１ ３２ ２７ １００

１７４５－４９ ３７，７９７，９１６ ２２，０５７，０００ ４，４７７，７７１ ６４，３３２，６８７
（％） ５９ ３４ ７ １００

１７５０－５４ ３８，３９４，４８２ ２２，７８３，０００ ２１，０８６，３０１ ８２，２６３，７８３
（％） ４７ ２８ ２６ １００

１７５５－５９ ３６，９１０，８８８ ２２，４９４，０００ ９，５６１，２９０ ６８，９６６，１７８
（％） ５４ ３３ １４ １００

１７６０－６４ ３８，９６３，４９４ ２５，３４６，０００ １０，４８９，００９ ７４，７９８，５０３
（％） ５２ ３４ １４ １００

１７６５－６９ ４５，２０６，２９４ ４２，６４２，０００ １４，９８６，６７２ １０２，８３４，９６６
（％） ４４ ４１ １５ １００

［出典］長島弘「ポルトガルと東インド会社のインド洋進出」（小谷汪之編『世界
歴史大系 南アジア２－中世・近世－』（山川出版社，２００７年）所収）１９８
頁。
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期間でのピークは，帰帆船数については１７５１年から１７６０年にわたる期間で１７１

隻，トン数についても同じく１７５１年から１７６０年までで８４，０８５トンであり，この

期間のオランダの数値は，それぞれ，２３４隻と２２７，６５０トンであった。こうした

オランダとイギリスの差異は，ことに船舶の大きさの違いに由来している。１８

世紀にはオランダは７００トンから１，０００トンクラスの大型船を利用したのに対し

て，イギリスは，３５０トンから５００トンほどの中型船を用いたのである。ともあ

れ，少なくとも１８世紀の１７６０年までの期間は，オランダ東インド会社によるヨー

ロッパとアジアを結ぶ貿易の規模が大きかったことには間違いはなく，イギリ

スとフランスはオランダに大幅な遅れをとっていたことは明白である。

こうした１８世紀前半におけるオランダの優位は，表４を分析することでより

確実となる。表４は，これまで検討してきた主要３カ国の東インド会社がアジ

アからもたらした商品について，そのヨーロッパ市場での販売額を年平均値で

示したものであり，もともとは Philipe Haudrèreの集計結果に依拠している6。

まず，オランダ東インド会社の動向であるが，当初，１７２０年代後半には３，９０７

万リーブル分の販売を行ったが，その後は低下し，１７４０年代前半に２，８７６万リー

ブルとなり最低を記録する。１７４０年代後半にはすぐさま回復し，以後は３，７００

万リーブルから４，５００万リーブルほどで推移する。３カ国全体のうちのオラン

ダのシェアについては４１パーセントから５９パーセントまでの開きがある。他方，

イギリス東インド会社の販売額は，１７２５年から１７６４年までの期間，ほぼ２，２００

万リーブル前後であり，シェアも３割程度で大きな変化を読み取ることはでき

ない。しかし，表４の最後の期間，すなわち１７６０年代後半には，販売量は４，２６４

万リーブルと急増し，シェアも４１パーセントにまで増加している。なお，フラ

ンス東インド会社についていえば，時期により販売量やシェアに大きな差があ

るものの，他と比べて貿易は低調であり，すべての期間において第３位の地位

にとどまっていた。

6 長島「ポルトガルと東インド会社」198頁；Philipe Haudrère, La Compagnie française
des Indes au XVIIIe siècle, seconde édition（Paris : Les Indes Savantes, 2005）Vol.1, p. 313.
なお，本表は，フィリップ・オドレール（羽田正編）『フランス東インド会社とポン
ディシェリ』（山川出版社，2006年）58頁，ならびに羽田正『東インド会社とアジア
の海』（講談社，2007年）287頁においても掲出されている。
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ところで，オランダとイギリスとの対比について注目すべき点は，第一には，

１７６０年代後半におけるイギリス東インド会社の販売額の躍進とそれに伴うシェ

アの増加である。これは，表２の分析の結果と親和性を持っている。すなわち，

表２からは，イギリスのアジアからの商品の輸入は１７６０年代ないしは１７７０年代

に急増したことが読み取れるし，表４の分析も１７６０年代後半の販売額の躍進が

これを裏付けている。しかし，第二に注目すべきことは，この表４の分析の結

果は，表２で行った観察結果と乖離する点である。表４で行ったような，ヨー

ロッパでの販売額やそのシェアから考察する限り，１７６９年に至るまで，オラン

ダはイギリスの後手に回ることはなかったのである。第一の注目すべき点とし

て述べたように，１７６０年代にはイギリスのヨーロッパでの販売額は急上昇をみ

たが，依然として，販売額はオランダ東インド会社の方が大きい。たしかに，

表２でみたように，ヨーロッパへの輸入商品の仕入価格の分析では，オランダ

はすでに１７３８年から１７４０年の期間にイギリスの後手にまわったが，表４によれ

ば，ヨーロッパ市場での販売額は，はやくとも１７６０年代まではオランダがイギ

リスを上回っていた。したがって，オランダ東インド会社がヨーロッパでのア

ジア商品の販売により得た利益は，常にイギリスを上回っていたことを想定さ

せるのである。実に，この１７６０年代までのオランダの優位という観察結果は，

表３の観察結果とも一致しているのである。

以上をまとめると，ヨーロッパとアジア間の貿易に関する，東インド会社史

研究の近年の諸成果は，１８世紀にもオランダ東インド会社が重要な存在であっ

たことを明らかにしつつあるといえる。すくなくとも１８世紀半ばの１７６０年代ご

ろまではオランダ東インド会社が規模の面で優位を保ち，その結果として，ヨー

ロッパ市場でのアジア商品の販売から大きな利益を得ていたものと推定できる

のである。こうしたオランダ東インド会社の優勢を可能にした要因の一つとし

ては，オランダ東インド会社のアジア間貿易が考えられるが，以下ではこのオ

ランダのアジア内での貿易についての考察を行うこととする。
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３．オランダのアジア間貿易概観

オランダ東インド会社のアジア間貿易の利益は，表５に垣間見ることができ

る7。本表では，「小計［a］」はオランダ本国からアジアへ送った銀を中心とす

る現金資本の輸出額と為替により本国からアジアへ送った送金額とを合計した

ものであり，いわばアジアでの商品買付けのための元手を示す数値となってい

る。一方，「輸入（送り状価格）［b］」とは，アジアからオランダ本国に送付し

たヨーロッパ市場向けの商品のアジア現地での購入価格の総額を表している。

このとき，検討に値する数値は，これら２つの数値の差額（［b－a］）である。

本来，本国からアジアへ商品の購入資金として送付されたものは，基本的に銀

という現金であり，こうした現金をもとにアジアで商品を直接購入するならば，

現金は原則として売却利益を生み出さないので，上記の差額（［b－a］）はゼロ

となるはずである。しかしながら，表５に示されているように，実際には差額

はゼロではない。この差額は，第一義的には，アジア間貿易から生じた利益と

考えることができるであろう。実際，アジアへ送付された現金資金は，ひとた

びアジア間貿易に投資され，そこで生み出された利益と元手がともに，ヨー

ロッパ本国向けの商品の購入にあてられた。その結果として，オランダ東イン

7 表5に関する分析は，Ryuto Shimada, The Intra-Asian Trade in Japanese Copper by the
Dutch East India Company during the Eighteenth Century（Leiden : Brill Academic Pub-
lishers, 2006）pp. 133‐135に基づく。

表５ オランダ東インド会社による本国の年平均輸出入額，１６４８－１７８０年
（単位：フルデン）

１６４８－１６５０ １６９８－１７００ １７３８－１７４０ １７７８－１７８０

現金輸出 ９２０，０００ ２，８６０，５００ ３，８２７，５００ ４，８３１，７１３
為替による現金輸出 ３７６，５００ ７５５，５００ １，６８１，４００ ３，５８７，８００
小計［a］ １，２９６，５００ ３，６１６，０００ ５，５０８，９００ ８，４１９，５１３
輸入（送り状価格）［b］ ２，０９１，６００ ５，０００，０００ ６，４１５，５６７ ６，９３２，１６７
差額［b－a］ ７９５，１００ １，３８４，０００ ９０６，６６７ －１，４８７，３４６
比率［b－a／a］（％） ６１．３ ３８．３ １６．５ －１７．７

［出典］Ryuto Shimada, The Intra-Asian Trade in Japanese Copper by the Dutch East India Company dur-
ing the Eighteenth Century (Leiden : Brill Academic Publishers, 2006) p. 134.
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ド会社は，オランダ本国からの供与資金額以上の商品をオランダ本国に向かう

帰帆船に積み込むことができたのである。

この差額（［b－a］）は，１７世紀半ばから１７００年前後までの期間には増加して

いる。差額と本国からの仕送り額との比率が３８パーセントから６１パーセントの

間にあり，比較的アジア間貿易の最盛期であったと考えられよう。１８世紀には

差額の数値は低下したが，例えば１７４０年前後には依然として９０６，６６７フルデン

の超過を記録しており，オランダ東インド会社がアジア間貿易から依然として

利益を得ていたことが示されている。しかしながら，１７８０年前後には，この差

額はマイナスを記録した。これは，会社がアジアの内部に留保していた利益が

オランダ本国に引き上げられるに至ったことを暗示するものである8。

そもそも，オランダ東インド会社のアジア間貿易の重要性は古くから論じら

れてきた。前述の通り，オランダ東インド会社が行った数々の貿易活動は，

ヨーロッパ本国とアジア各地を結ぶ貿易とアジア諸港間をつなぐアジア間貿易

とに完全に二分できる。もちろんアジア間貿易の交易ルートはほぼ無数といえ

ようが，距離的にも金額的にも規模の大きい，いわば大動脈的幹線は，日本と

南アジア，大陸部東南アジアを結ぶいわば三角貿易にあった。すなわち，日本

からは，金・銀・銅が南アジアへ輸出され，南アジアでは引き換えに綿織物が

輸出される。このインド製の綿織物はシャムに代表される大陸部東南アジアの

諸港に運ばれ，これを資本として日本市場向けの商品，たとえば蘇木や鹿皮，

鮫皮，香料，さらには再輸出品のこともあったが生糸などを調達したというの

である。こうした三角貿易をなすアジア間貿易からの利益は，銀やインド産綿

織物の形で，胡椒・香辛料といったヨーロッパ市場向けの商品購入の資金とさ

れ，インドネシア諸島等で使用されたのであった。

このような理念型的な三角貿易論は，かつてはW. H. Morelandや H. Terpstra

8 なお，表5にみたアジア間貿易の「利益」は，オランダ東インド会社にとってのア
ジア間貿易の重要性の一部をうかがうことができるにすぎない。というのも，表5の
データは，表2と同様に，オランダ本国に輸入された商品の仕入れ価格データを利用
しているためである。経営史学的見地から，オランダ東インド会社全体にとっての
アジア間貿易の貢献を論じるには，アジア商品の本国での販売価格のデータを利用
する必要がある。
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らにより主張されてきたものであり9，日本では山脇悌二郎が同様のことを論

じている10。また，近年では，オランダ東インド会社のアジア間貿易に関して

実証的な研究も現れつつある。Om Prakashは，１７世紀後半から１８世紀前半に

おけるベンガルでのオランダ東インド会社の貿易分析にあたって，ベンガルと

日本，ならびにベンガルと島嶼部東南アジア等とのアジア間貿易を明らかにし

たし11，Els M. Jacobsは，本稿でも後に利用することになるバタヴィア経理局

の記録を利用して，バタヴィアを中心とした１８世紀におけるオランダ東インド

会社のアジア間貿易の全体像に焦点をあてることを試みている12。また，Ryuto

Shimada（島田竜登）はとくに１８世紀における日本銅のアジア間貿易について

綿密に検討し，日本と南アジアとの経済関係を論じている13。ほかにも，１７世

紀前半が分析対象の期間であるものの，Robert Parthesiusはオランダ東インド

会社のアジア内部での配船状況を明らかにし，アジア間貿易の実態に迫ってい

るのである14。とはいえ，全般的には，オランダ東インド会社のアジア間貿易

の実態の解明については，未だその端緒が開かれたばかりであるといえよう。

さて，表６は，１６４１年以後，オランダ東インド会社の所有船総数とそのうち

アジア間貿易に従事していた隻数の趨勢を明らかにしたものである。会社所有

船の総数に関しては不明の年次があるものの，１０８隻から１６１隻の開きがあり，

ピークは１７２５年である。一方，アジア間貿易に利用された船舶数は３０隻から１０７

隻までで，ピークの１０７隻は１６７０年である。

9 W. H. Moreland, From Akbar to Aurangzeb : A Study in Indian Economic History (New
Delhi : Munshiram Manoharlal, 1972) (first published in 1923) pp. 62‐67 ; H. Terpstra, De
Nederlanders in Voor-Indië (Amsterdam : P. N. van Kampen & Zoon, 1947) pp. 95‐96.

10 山脇悌二郎『長崎オランダ商館－世界の中の鎖国日本－』（中央公論社，1980年）
140頁。

１１ Om Prakash, The Dutch East India Company and the Economy of Bengal, 1630‐1720
(Princeton : Princeton University Press, 1985).

12 Els M. Jacobs, Merchant in Asia : The Trade of the Dutch East India Company during
the Eighteenth Century (Leiden : CNWS Publications, 2006).

13 Shimada, The Intra-Asian Trade in Japanese Copper.
14 Robert Parthesius, Dutch Ships in Tropical Waters : The Development of the Dutch East

India Company (VOC) Shipping Network in Asia 1595‐1660 (unpublished Ph.D. thesis
(University of Amsterdam), 2007). なお，この未刊博士論文は，同タイトルにて Amster-
dam University Pressより出版予定である。
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また，比率についてみると，ヨーロッパとアジアを結ぶ貿易に比べ，個々の

交易ルートは非常に複雑であり，同量の貨物を運送する場合でも，より多くの

船舶を要したことは想像に難くない。事実アジア間貿易に用いられる船舶数は，

全体のうち２５パーセントから７４パーセントを占めた。時系列的に眺めると，こ

の比率は１６５９年には７４パーセントであったものが，１７００年には４４パーセント，

以後も低下の傾向は続き，１７７５年には２５パーセントにまで落ち込んでいる。こ

れは，第一にアジア間貿易に利用された船舶数自体が１６７０年にピークを迎え，

以後は減少したことに由来する。たしかに，１８世紀には，ヨーロッパとバタ

ヴィアを結ぶ航路ばかりではなく，ヨーロッパと中国の広東，あるいはベンガ

ル等の南アジアに設置された商館との直接の貿易を行うようになったため15，

バタヴィア中心のアジア間交易の重要性は低下したともいえる。かくして，船

舶数から分析するとオランダ東インド会社のアジア間貿易は１８世紀にわたって

その重要性を失いつつあったともいえるかもしれないが，いくつかの反論もあ

りうる。たとえば，１７１５年，日本では正徳新例が発せられ，日本に来航する船

舶は年間２隻に制限されたが，オランダ東インド会社は従来よりも大型の船舶

15 Femme S. Gaastra, “The Organization of the VOC”, in : M.A.P. Meilink-Roelofsz, R. Ra-
ben and H. Spijkerman (eds) De Archieven van de Verenigde Oostindische Compagnie
(1602‐1795) (’s-Gravenhage : Sdu Uitgeverij, 1992) p. 26.

表６ オランダ東インド会社の所有船総数とアジア間貿易船数，１６４１－１７９４年
（単位：隻）

会社所有船総数 アジア間貿易用船数 比率（％）

１６４１ ？ ５６
１６５１ ？ ６０
１６５９ １１２ ８３ ７４．１
１６７０ ？ １０７
１６８０ ±１２５ ８８
１７００ １５０ ６６ ４４．０
１７２５ １６１ ５２ ３２．３
１７５０ １３５ ４３ ３１．９
１７７５ １１８ ３０ ２５．４
１７９４ １０８ ？

［出典］Femme S. Gaastra, The Dutch East India Company : Expansion
and Decline (Zutphen : Walburg Pers, 2003) p. 118.
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を日本貿易に配船することでこの問題に対処したように16，一般的に１８世紀の

アジア間貿易は大型船によって行われるようになったとも考えられる。また，

第二の反論としては，たとえば，１７世紀中にカンボジアやトンキンの商館を閉

鎖しているように，オランダ東インド会社は営業成績の芳しくない商館は閉鎖

し，全体としての効率性を高める努力を払っており，船舶数の減少だけを根拠

にアジア間貿易の重要性が低下したかどうかを論じることは不十分のそしりを

免れないのである。

表７と表８は，先に言及した Jacobsの研究によるものである。表７は１７３０

年９月から１７３２年８月までの２年間，バタヴィアからアジア内の各商館に発送

された商品ごとの総額を示している17。この表に示されているように，バタヴィ

アから発送される商品の多くは銀であり，主に本国から供給された，未鋳造あ

16 八百啓介『近世オランダ貿易と鎖国』（吉川弘文館，1998年）305‐306頁。

表７ バタヴィアからアジア内商館向け輸出額，１７３０－１７３２年
（１７３０年９月～１７３２年８月，年平均値）

送り状価格
（単位：フルデン）

銀を除いた比率
（％）

銀 未鋳造 １，１７５，４００
ヨーロッパ銀貨 １，９８２，９００
アジア銀貨 １４８，４００

金 ４４０，１００ １３．９
胡椒 ６８，４００ ２．２
クローブ（丁子） ３６，７００ １．２
メース＝ナツメグ（肉豆蒄） １１，６００ ０．４
シナモン ７，３００ ０．２
その他香辛料 ２５，２００ ０．８
綿織物 １，０６０，１００ ３３．６
硝石 ３１，４００ １．０
日本銅 ２４７，５００ ７．８
錫 ２９，８００ ０．９
砂糖 ２５３，５００ ８．０
会社使用品 ７６７，４００ ２４．３
その他 １７７，０００ ５．６

合計 ６，４６２，７００

［註］インド軽貨幣は本国貨幣に換算し表示している。
［出典］Els M. Jacobs, Merchant in Asia : The Trade of the Dutch East India Company

during the Eighteenth Century (Leiden : CNWS Publications, 2006) p. 338.
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るいはヨーロッパ貨幣のいずれかの銀で，全体の価額の約半分を占めている。

一方，銀を除けば，バタヴィアからアジア各地の商館に提供された商品のうち，

多くがアジア産品であった。たとえば，綿織物は主にインドで生産されたもの

で，東南アジア各地に販路を持っていたのであるし，金の一部は本国から供給

17 Jacobs, Merchant in Asia , p.338. なお，本稿では，インド軽貨幣およびインド重貨幣
は本国貨幣に換算して表記してある。換算の方法に関しては，Jacobs, Merchant in Asia,
p. 300を参照のこと。また，こうしたインド軽貨幣やインド重貨幣の問題については，
Willem G. Wolters, “Heavy and Light Money in the Netherlands Indies and the Dutch Re-
public : Dilemmas of Monetary Management with Unit of Account Systems”, Financial
History Review, Vol.15, No.1, 2008を参照されたい。

表８ オランダ東インド会社各商館のアジア諸地域との貿易規模，１７３０－１７３２年
（１７３０年９月～１７３２年８月，年平均値，単位：フルデン）

アジア諸地域
への輸出額

アジア諸地域
からの輸入額

計 比率（％）

Ambon ８４，５００ ２００，２００ ２８４，７００ １．１
Banda １２８，６００ ２０２，４００ ３３１，０００ １．２
Ternate １５，５００ １３０，６００ １４６，１００ ０．５
Macassar １７，７００ １５３，６００ １７１，３００ ０．６
Timor ２３，９００ １４，４００ ３８，３００ ０．１
Ceylon ５３９，５００ ８５８，８００ １，３９８，３００ ５．２
Jambi ７，４００ ２２，５００ ２９，９００ ０．１
Palembang １２０，１００ １９０，９００ ３１１，０００ １．２
Banten ３６６，５００ ４６６，０００ ８３２，５００ ３．１
Malabar ４２１，７００ ６４４，４００ １，０６６，１００ ４．０
Coromandel ９７５，３００ ７８２，９００ １，７５８，２００ ６．５
Gujarat（Surat） ３６３，４００ １１６，５００ ４７９，９００ １．８
Bengal ２，１７２，５００ １，６０１，８００ ３，７７４，３００ １４．０
Japan ４８８，５００ ４５１，２００ ９３９，７００ ３．５
Persia １４３，７００ １４８，６００ ２９２，３００ １．１
Padang ２８１，８００ ２７２，６００ ５５４，４００ ２．１
Malacca ６２，０００ １２４，３００ １８６，３００ ０．７
Siam １６５，０００ ９７，１００ ２６２，１００ １．０
Batavia ６，４６２，８００ ６，０９６，４００ １２，５５９，２００ ４６．６
Cirebon ２４１，５００ ２８７，２００ ５２８，７００ ２．０
Semarang ２５７，８００ ３７１，４００ ６２９，２００ ２．３
Mocha ２０３，０００ １５０，８００ ３５３，８００ １．３

計 １３，５４２，７００ １３，３８４，６００ ２６，９２７，３００ １００．０

［註］インド軽貨幣は本国貨幣に換算し表示している。
［出典］Els M. Jacobs, Merchant in Asia : The Trade of the Dutch East India Company

during the Eighteenth Century (Leiden : CNWS Publications, 2006) pp. 307‐
343.
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されたものであったが，そのほかにスマトラ島や日本で産出された金も含んで

いる。また，砂糖はジャワ島で生産され，アジア内部では日本やインド方面に

輸出されたし，銅は日本から南アジアへ運ばれる商品であった18。

表７と同じ期間に，アジア各地のオランダ東インド会社が行ったアジア間貿

易の輸出入量を示したものが表８である19。オランダ東インド会社の商館の

ネットワークはアジア各地に及んでおり，いずれもがアジア間貿易に従事して

いたことが判明する。とくに，バタヴィア（全体のうちの４７パーセント。以下

同じ）のほか，ベンガル（１４パーセント），コロマンデル（７パーセント），セ

イロン（５パーセント），マラバール（４パーセント），日本（４パーセント）

といった商館が金額上規模が大きかった。南アジアの諸商館のアジア間貿易が，

オランダ東インド会社のアジア間貿易全体のうちで，高い重要性を持っていた

ことがわかる。

かくして表７および表８に示したように，Jacobsの提供するデータはアジア

間貿易の実態の解明に大きく踏み込んでいる様相を呈しているが，大きな問題

点をはらんでいることにも注意しなければならない。表７においては商品ごと

の価額，表８では商館ごとの輸出額と輸入額が示されているが，いずれの数値

も各商品の送り状価格に基づいて集計がなされているのである。たとえば，表

７におけるヨーロッパ製の銀貨の価額は，原則として，本国での調達価格に，

胡椒はバンテン等の胡椒生産地での胡椒購入価格に基づいているのであり，決

してバタヴィアにおける市場価格なり評価額を反映しているのではない。また，

表８では，たとえばベンガルの輸出額は綿織物や生糸，アヘンといったベンガ

ル産品のベンガルでの入手価格を基準としているものの，輸入額は，輸入品を

オランダ東インド会社が入手した時点での購入価格，すなわち，日本銅でいえ

ば，長崎での入手価格に基づいて算出されることを基本としており，ベンガル

での評価額ではないのである。したがって，一般的な商館では輸出額が輸入額

を超過する結果となっている。もっとも，オランダ東インド会社が強圧的に支

配している地域，たとえばアンボンなどでは，輸出品の価格は非常に安価に抑

18 Jacobs, Merchant in Asia , pp. 345, 366‐367.
19 Jacobs, Merchant in Asia , pp. 307‐343.
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えられたため，逆に，輸出額がきわめて低く，輸入額が大幅に輸出額を上回る

ということが生じているのである。いずれにせよ，Jacobsのデータに基づく表

７および表８は，アジア間貿易の実態の一部を明らかにしているが，数量的に

十分な議論に耐えられるわけではない。

以上，表５から表８まで先行研究の提示するデータに基づいて，オランダ東

インド会社のアジア間貿易について若干の検討を試みたが，その解明について

は，データの制約があり，いずれも十分な分析が可能となっているわけではな

い。この点を踏まえ，次に，バタヴィアの経理局が作成した史料を用い，オラ

ンダ東インド会社のアジア間貿易について，ひとつの実証分析を試みることに

する。

４．アジア間貿易の「粗利益」

表９および表１０は，それぞれの年次に，オランダ東インド会社がアジア各地

での商館で実現した「粗利益（荒利益）（ruwe winst）」について，この利益を

生み出した産品ごとに集計したものである。ここでの「粗利益」とは，ある商

館である商品を販売した際の販売額とその商品を仕入れた商館での購入額との

差額のことであり，オランダ東インド会社では，その経理上，この「粗利益」

を重要な経営指標のひとつとしていた。現代の会計上の利益の概念とは大きく

異なるものではあり，オランダ東インド会社の会計制度や崩壊理由とも関連し

て様々な議論のある概念である20。

なお，用いた史料は「バタヴィア経理局文書（Archief van de Boekhouder-

Generaal te Batavia, 1700‐1801（BGB））」で，オランダのデン・ハーグにある

オランダ国立公文書館（Nationaal Archief（NA））に所蔵されている。バタヴィ

ア経理局は，バタヴィアのみならず，アジア各地の商館から会計帳簿の提出を

２０ 「粗利益（荒利益）」概念をめぐっては，Kristof Glamannや科野孝蔵らにより検討
されている（Kristof Glamann, Dutch-Asiatic Trade 1620‐1740（Copenhagen and The
Hague : Danish Science Press and Martinus Nijhoff, 1981）pp. 260‐261；科野孝蔵『オラ
ンダ東インド会社－日蘭貿易のルーツ－』（同文館出版，1984年）131頁；科野孝蔵
『栄光から崩壊へ－オランダ東インド会社盛衰史－』（同文館出版，1993年）91‐98
頁）。
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受け，アジア各地の商館やアジア全体にわたる会社の経営状況を把握すること

に努めていたのである21。

分析にあたり，諸産品の分類は，オランダ東インド会社の経理上の慣習にし

たがっている。諸産品は，「本国（ヨーロッパ）製」品は「貨幣」「商品」「社

用品」の３区分に，同じく「アジア製」品も「貨幣」「商品」「社用品」の３区

分に分類し，さらには「その他・不明」の項目を設けた。「本国（ヨーロッパ）

21 この「バタヴィア経理局長文書」については，島田竜登「18世紀におけるオラン
ダ東インド会社による日本銅のアジア間貿易－バタヴィア経理局長文書の分析－」，
『日蘭学会会誌』第28巻第1号，2003年，20‐23頁，ないしは，Shimada, The Intra-Asian
Trade in Japanese Copper, pp. 30‐33を参照のこと。ちなみに，バタヴィア経理局での
集計では，会計年度は毎年9月1日に始まり，翌年8月末日をもって閉じられていた。

表９ １７０１／０２年度にアジアで実現された「粗利益」
（単位：フルデン）

本国（ヨーロッパ）製 アジア製 その他・
不明

計
貨 幣 商 品 社用品 貨 幣 商 品 社用品

Batavia ８４，４９８ ９２，７９９ ０ ２，４５２ ５０２，２４４ ０ １０７，２８１ ７８９，２７４
Ceylon ６９，７９３ ５，２０１ ７，１６０ １３１ １４３，５４５ ３，５６７ ２７，６７８ ２５７，０７５
Malabar ０ １，９０３ ３７２ ２６２ ７９，６２２ ０ ４，９０８ ８７，０６８
Bengal ０ ７，３１８ １００ ０ ２６７，２８３ １７３ ２，０５２ ２７６，９２６
Coromandel ６，４０６ ３，８９４ ８４２ ２１，９８７ ２１３，１１３ ５４０ ６，３２０ ２５３，１０２
Gujarat ０ ４，１７５ ０ ０ ４８６，３５１ ０ ２，２５７ ４９２，７８３
Persia ０ ９ ０ ０ ４１９，６４２ ０ ３６，６２６ ４５６，２７６
Japan ０ １２，４４２ ０ ０ ４３７，８３８ ０ １，１３１ ４５１，４１１
Siam ０ ０ ５２ ０ １０，９６５ ０ １１７ １１，１３４
Malacca ０ １，７１１ ２９０ ０ ５，７６２ ７８ ９，２００ １７，０４０
Padang ０ ２，７４４ ３０６ ０ １７，６７７ ４，５３０ ４，３５９ ２９，６１５
Palembang ０ １２３ ３４７ ０ １０，１３７ ０ ２３８ １０，８４６
Banten ０ ５１０ ３１ ０ ６，０１４ ２２ １，３７４ ７，９５０
Japara ０ ０ ４４５ ０ ６，５８９ ８０ ４，９８６ １２，０９９
Cirebon ０ ０ ０ ０ ０ ０ ６３２ ６３２
Ambon ０ １，６７０ ３，６１２ ０ ３４，８７６ １，３９３ ５，３２９ ４６，８７９
Banda ０ １５８ ３，００９ ０ １８，８６２ ５，７１０ ６，２７８ ３４，０１８
Ternate ０ １１９ １，６３６ ０ １６，５７３ ８７７ ７，５０４ ２６，７０９
Timor ０ ０ ３ ０ ８６７ ４０９ ２６１ １，５４０
Maccasar １２ ９３１ ２，２０３ ０ １１，６５１ １，１４５ ３，７９４ １９，７３６

計 １６０，７１０ １３５，７０８ ２０，４０７ ２４，８３３２，６８９，６１０ １８，５２２ ２３２，３２５ ３，２８２，１１４

［註］インド軽貨幣は本国貨幣に換算し表示している。
［出典］NA : BGB 10752.
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製」品のうち，「貨幣」は主に銀貨であり，これを一種の商品とみなし，いく

つかの商館では利益が生じていた。また，「本国（ヨーロッパ）製」の社用品

とは，たとえば，ワインやビール，オリーブオイルなどであり，社員によって

消費された。「アジア製」品のうち，「社用品」とは，米やバター（ベンガル産

のギーなど）等といった産品でこれも原則として社員の消費用であった。

表１１は，商館別に「粗利益」の集計を行った表９ならびに表１０の項目ごとの

総計を表示したものである。まず，この表１１の分析をアジア間貿易に焦点をあ

てつつ行うと，主要な観察結果は次の３点となる。第一に，この分析では，ア

表１０ １７５１／５２年度にアジアで実現された「粗利益」
（単位：フルデン）

本国（ヨーロッパ）製 アジア製 その他・
不明

計
貨 幣 商 品 社用品 貨 幣 商 品 社用品

Batavia １，１５８，２５０ １３，２６７ ３５，８９９ ６１，５０６ ８８０，８８１ ０ ４２１，４６３２，５７１，２６６
Ceylon ２６，６７８ １１，１２８ １，０５８ ０ ２０３，３３９ １９，４９８ １７２，９７５ ４３４，６７７
Malabar ０ １５，００９ ９７８ ０ １７８，０７３ ２，６６９ ４７，７２５ ２４４，４５３
Bengal ０ ２０，５５０ ０ ０ ２２６，１４５ ０ １３３，４３０ ３８０，１２４
Coromandel ０ ５，５１０ １９ ２９，７９７ ６５６，２７１ ２４ ６５，２８０ ７５６，９０１
Gujarat ０ ２０，８８７ １，０８４ ０ ４５０，１７８ １５０ １５９，１２１ ６３１，４１９
Mocha ０ ２３ ０ ０ ４０，８４７ ２９１ ９，１６１ ５０，３２１
Persia ０ ０ ０ ０ ５，３７０ ０ ７８３ ６，１５３
Basra ０ １３，７４７ ０ ０ ９２，６５３ ０ ９９ １０６，４９９
Japan ０ １６，１６１ ０ ０ ７１，５５８ ０ １１４，５３４ ２０２，２５３
Siam ０ ０ ０ ０ ３，２５５ ０ ２５ ３，２８０
Malacca ０ １，０４７ １，８７７ ０ １３，１６９ ４７７ １３，６５５ ３０，２２４
Padang ０ ３，５４４ ８３６ ０ ６６，２７９ ４，２２３ １１，０９１ ８５，９７２
Palembang N.A.
Banten ０ １５１ ０ ０ ５，２３５ ０ １２，７８６ １８，１７３
Semarang ０ ２３，９９７ ２，３２１ ０ ２５，７２８ １３，５０９ ６２，３３２ １２７，８８７
Cirebon ０ １，３０２ ６０ ０ １０，０４６ １１３ ４８８ １２，００８
Jambi ０ ８１４ ０ ０ ２，９１２ ０ ３６ ３，７６２
Ambon ０ ２９７ １，２８５ ０ ３６，２０５ １，８４５ ３０，４３６ ７０，０６９
Banda ０ ４８０ ２，４１０ ０ ９，１０５ ３，８４３ ２３，５７４ ３９，４１１
Ternate ０ ６６９ １，３２６ ０ ２８，５１６ ４，１１３ １７，５３２ ５２，１５６
Timor ０ ０ １８９ ０ ３，９８３ ０ ２，００９ ６，１８２
Maccasar ０ ７３２ １，９８１ ０ ２４，１３９ １４，７７４ ４０，３３６ ８１，９６２
Banjarmasin ０ １１０ ０ ０ １７，１６１ ０ ２４４ １７，５１６
China ０ ３４，９２６ ０ ０ ４５４，７３７ ０ ２，５９３ ４９２，２５７

計 １，１８４，９２８ １８４，３５１ ５１，３２１ ９１，３０３３，５０５，７８５ ６５，５２８ １，３４１，７０９６，４２４，９２６

［註］Mochaの数値は前年度。インド重貨幣は本国貨幣に換算し表示している。
［出典］NA : BGB 10776.
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ジア間貿易の成果は「アジア製」の「商品」の売却利益に示される。この項目

に示される商品は，アジア域内で生産された商品で，かつアジア域内の別の地

域に輸入された商品を意味しているからである。アジア内部で発生した利益の

うち，こうしたアジア間貿易による貢献は，１８世紀初めには２６９万フルデンで

あったものが，１８世紀半ばには３５１万フルデンまで増加している。利益の絶対

額からみると，アジア間貿易は，１８世紀前半を通じて，成長し続けていたこと

が判明する。

第二に，全体のうちのアジア間貿易の比率を見ると，１８世紀初期には８２パー

セントであり，１８世紀半ばには５５パーセントとなっている。これは，５０年間で

２７パーセント分比率が低下し，アジア間貿易の重要性が相対的に低下したわけ

ではあるが，依然として５０パーセントを超えるほど，アジア間貿易の重要性が

極めて高かったことを意味して言える。

第三に，「粗利益」全体について，１８世紀初期には３２８万フルデンであったも

のが，１８世紀半ばには６４２万フルデンと約２倍に増加していることである。こ

の約３００万フルデンの増加は，「「本国製」貨幣」，「「アジア製」商品」，「その

他・不明」の項目ごとにそれぞれ約１００万フルデンずつ増加していることによ

る。特に，「本国貨幣」のアジアでの売却利益は，１８世紀初期には１６万フルデ

ンであったものが，１８世紀半ばには１１８万フルデンにまで，７倍以上に急上昇

している。これは，表９および表１０で観察できるように，バタヴィアにおける

本国貨幣の売却益の急激な増加によるものである。表５で検討したごとく，現

送ならびに為替による本国からの送金は，１７世紀と１８世紀を通じて増加する傾

表１１ アジアで実現された「粗利益」，１７０１／０２年度および１７５１／５２年度
（単位：フルデン）

本国（ヨーロッパ）製 アジア製 その他・
不明

計
貨 幣 商 品 社用品 貨 幣 商 品 社用品

１７０１／０２ １６０，７１０ １３５，７０８ ２０，４０７ ２４，８３３２，６８９，６１０ １８，５２２ ２３２，３２５ ３，２８２，１１４
（％） ４．９ ４．１ ０．６ ０．８ ８１．９ ０．６ ７．１ １００．０

１７５１／５２ １，１８４，９２８ １８４，３５１ ５１，３２１ ９１，３０３３，５０５，７８５ ６５，５２８ １，３４１，７０９ ６，４２４，９２６
（％） １８．４ ２．９ ０．８ １．４ ５４．６ １．０ ２０．９ １００．０

［註］インド軽貨幣およびインド重貨幣は本国貨幣に換算し表示している。
［出典］表９および表１０。
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向にあり，１８世紀前半のこうした本国からの資金の送付はバタヴィアでの売却

利益の増加に貢献したのであった。

表１２は，１８世紀前半におけるオランダ東インド会社の商館数の変化を示した

ものであり，表９から表１１において利用したのと同じ史料を用いている。そも

そも，オランダ東インド会社のアジア内の商館は，いくつかの階層に分類する

ことができ，指揮命令系統の点で一種のヒエラルキー構造をなしていた。本国

からの指示を受けるのは，バタヴィアにおかれたインド評議会（Raad van In-

dië）であり，これは総督によって主宰された。このインド評議会の下に各地

の商館が置かれた。たとえば，シャムのアユッタヤー商館や日本の長崎商館な

どである。これらの商館は，便宜上，表１２では「主商館」として示されており，

貿易拠点としてのバタヴィアもこの「主商館」の区分に入る。一方，このよう

な「主商館」の管轄下には，「副商館」ないしは「出張所」が設けられること

があった。前述のシャムの事例でいえば，アユッタヤー主商館の下部にはパッ

タニー副商館が設置されている。また，インド亜大陸南西部のコロマンデル海

岸には，ナガパティナムに主商館が設置され，その管轄下には，１７０１／０２年度

には合計７カ所に，１７５１／５２年度には９カ所に「副商館・出張所」が設けられ

ていた。

表１２に示されているように，１８世紀初めには，あらゆるタイプの商館は，ア

ジア内での合計で６４カ所に設置されていたが，１８世紀半ばには７６カ所に増加し

た。これは，オランダ東インド会社がよりよい交易の可能な土地を求めて，新

たな商館を設置したばかりか，必要に応じて採算性に問題のある商館を閉鎖し

たことの結果でもある。たとえば，１８世紀における中国の広東での貿易はオラ

表１２ アジア内の商館数，１７０１／０２年度および１７５１／５２年度

主商館数 副商館・出張所を含めた商館数

南アジア・
西アジア

東南
アジア

東アジア 計
南アジア・
西アジア

東南
アジア

東アジア 計

１７０１／０２ ６ １３ １ ２０ ３２ ３１ １ ６４
１７５１／５２ ８ １５ ２ ２５ ３７ ３７ ２ ７６

［出典］NA : BGB 10752, BGB 10776.
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ンダにとって新たな貿易への参入であった。また，先述のように，コロマンデ

ル海岸では，「副商館・出張所」の増加もみられた。一方，商館の閉鎖も実施

されており，例えば，シャムのパッタニー副商館は１７５１／５２年度には営業を行っ

ていない。

１８世紀前半における，こうした商館の適切な設置への努力の表れとして最も

重要なことは，島嶼部東南アジア，とりわけジャワ島内での新たな商館の設置

である。表９（１７０１／０２年度）でみるとバンテン，ジャパラ，チェリボンの各

商館が，表１０（１７５１／５２年度）ではバンテン，スマラン，チェリボンの各商館

がジャワ島に設置されたバタヴィア以外のオランダ東インド会社の主商館であ

る。とりわけ，このジャワ北部のジャパラ商館管轄（のちにはスマラン商館管

轄）の貿易利益の成長に着目すべきである。１８世紀初めには１万フルデン強の

「粗利益」を得たに過ぎなかったが，１８世紀半ばには１３万フルデン弱の「粗利

益」をおさめるにいたる。主・副商館設置個所についても，１８世紀初めには，

ジャパラ，スラバヤ，スマラン，テガルの４カ所であったが，１８世紀半ばには

これら４都市の他に，スラカルタなど７カ所の副商館が加わっている22。これ

らは，１８世紀中のジャワ島北部の経済的発展とオランダ東インド会社勢力の

ジャワ島内部への勢力浸透と軌を一にしており，この地域は後の１８世紀後半に

は著しい経済発展を遂げるのである23。

いずれにせよ，オランダ東インド会社は，１８世紀前半にもアジア各地に商館

の設置に意を尽くし，必要に応じて，新設や廃止を行った。結果として，アジ

アの広範な地域で貿易を行うことができたが，それらアジア各地に広がる商館

での実現される利益の多くは基本的にアジア商品の販売によってなされていた

のである。たしかに，本国からの銀貨等の供給が増し，それらの販売益も無視

できない規模に成長したが，比率からみると全体としてアジア製品の販売利益

が最も重要な位置にあり続け，その意味では，オランダ東インド会社にとって，

アジア間貿易は非常に重要な取引であったことが理解できよう。

22 NA : BGB 10752 : pp. 448‐451 ; BGB 10776 : pp. 308‐311.
23 18世紀後半のジャワ北部経済については，たとえば，Kwee Hui Kian, The Political

Economy of Java’s Northeast Coast, c.1740‐1800 : Elite Synergy（Leiden : Brill Academic
Publishers, 2006）を参看。
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５．お わ り に

本稿は，１８世紀前半のオランダ東インド会社のアジア間貿易について検討し

たものである。第一に，本稿は，近年の研究による一種のオランダ東インド会

社史再検討の議論を紹介した。これらの諸研究が示唆するところは，１８世紀に

おいてもオランダ東インド会社は依然として大きな勢力であり続け，少なくと

も１７６０年代まではイギリス東インド会社に劣ることはなかったと考えられるこ

とである。具体的には，オランダ，イギリス，フランスという３カ国の東イン

ド会社による，ヨーロッパとアジアとの間を結ぶルートでの貿易船数や貿易額，

貿易量等を比較することで検討を行った。

第二に本稿が検討したのは，オランダ東インド会社のアジア間貿易について

概要であり，ここでも近年の先行研究によって提示されているデータを紹介し，

分析を実施した。ここでは，本国からのアジアへの資金供給額とアジアから本

国への商品輸送額との差額からアジア間貿易の重要性を指摘し，アジア間貿易

に用いられた船舶数を分析した。さらに，Jacobsによって示された１８世紀前半

中のアジア間貿易のデータを紹介するとともに，このデータによる検討は大き

な制約を持っていることを論じた。

続いて本稿は１８世紀前半のオランダ東インド会社のアジア間貿易についての

実証研究を試みた。Jacobsと同じ史料である「バタヴィア経理局長文書」を利

用しつつも，Jacobsの研究で見受けられるデータ処理の欠点を回避するため，

「粗利益」という概念を用いて，オランダ東インド会社がアジア各地の商館で

実現した利益についてデータを収集し，観察を行った。結果として明らかに

なったことは，オランダ東インド会社は１８世紀前半にもアジア間貿易から膨大

な利益を得ており，そのアジア間貿易からの利益の絶対額は増加していたこと

である。オランダ東インド会社は，こうしたアジア間貿易からの利益を得るた

めに，アジア内の商館の設置場所に工夫を凝らし，適宜，商館の設置や廃止を

行っていたのであった。
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